
静岡県青果、花き及び食肉卸売市場事務処理要領

（趣旨）

第１条 この要領は、卸売市場法（昭和 46 年法律第 35 号。以下「法」という。）、卸売市

場法施行令（昭和 46 年政令第 221 号。以下「政令」という。）及び卸売市場法施行規則

（昭和 46年農林省令第 52号。以下「省令」という。）の規定に基づき、静岡県内の地方

卸売市場開設者等が県知事に対して行う申請、届出及び報告書の提出等について定める

ものとする。

（定義）

第２条 この要領における用語の意義は、それぞれ法、政令及び省令に定めるところによ

る。

（認定事項等）

第３条 地方卸売市場における申請書の様式、提出期限等については別表のとおりとする。

（認定申請書）

第４条 法第13条第２項に規定する省令第17条第１項の申請書の様式は、別記様式第１号

とする。

２ 前項の申請書には法第13条第３項及び省令第17条第３項で定める書類を添付するもの

とする。

（事業報告書）

第５条 法第13条第５項第５号の表の五の項（二）に規定する省令第21条第１項の事業報

告書の様式は、別記様式第２号とする。

（認定事項の変更に係る認定申請書）

第６条 法第14条において読み替えて準用する法第６条第１項に規定する省令第25条の申

請書の様式は、別記様式第３号とする。

（認定事項の軽微な変更に係る届出書）

第７条 法第14条において読み替えて準用する法第６条第２項に規定する省令第27条第１

項の届出書の様式は、別記様式第４号とする。

（業務の休止又は廃止に係る届出書）

第８条 法第14条において読み替えて準用する法第７条に規定する省令第28条第２項の届



出書の様式は、別記様式第５号とする。

（地方卸売市場が中央卸売市場の認定を受けようとする場合の届出書）

第９条 法第 14 条において読み替えて準用する法第８条第２項に規定する省令第 29 条の

届出書の様式は、別記様式第６号とする。

（運営状況報告書）

第10条 法第14条において読み替えて準用する法第12条第１項に規定する省令第30条第１

項の運営状況報告書の様式は、別記様式第７号とする。

附則

この要領は、令和２年６月 21 日から施行する。

附則

この改正は、令和３年１月 21 日から適用する。



別
表

様
式

提
出
期

限
等

提
出

先
根

拠
法

令
等

認
定
申
請
書

（
別

記
様

式

第
１
号
）

認
定
を

受
け

よ
う

と
す

る
と

き
県
に

提
出

・
法
第

1
3
条
第

１
項

・
省
令

第
17
条

第
１
項

事
業
報
告
書

（
別

記
様

式

第
２
号
）

事
業
年

度
ご

と
に

、
卸

売
業

者
の

決
算

が
総

会
等

に
お
い
て

承
認

さ
れ

て
か

ら
90
日

以
内

開
設

者
に

提
出

・
法
第

1
3
条
第

５
項
第
５

号

・
省
令

第
21
条

第
１
項

変
更
に
係
る

認
定

申
請

書

（
別
記
様
式

第
３

号
）

認
定
を

受
け

た
事

項
に

つ
い

て
変

更
し

よ
う

と
す

る
と
き
（

軽
微

な
変

更
を

除
く
。

）
県
に

提
出

・
法
第

1
4
条
で

準
用
す
る

法
第

６
条

第
１

項

・
省
令

第
25
条

第
１
項

認
定
事
項
の

軽
微

な
変

更

に
係
る
届
出

書
（

別
記

様

式
第
４
号
）

認
定
を

受
け

た
事

項
の

う
ち

、
以

下
の

事
項

を
変

更
し
た
日

か
ら

７
日

以
内

１
開
設

者
の

名
称

、
住

所
、

代
表

者
の

氏
名

（
開

設
者

の
変

更
を

伴
う

も
の

を
除

く
）

２
卸
売

市
場

の
名

称

３
卸
売

市
場

の
施

設
の

変
更

で
あ

っ
て

、
そ

の
全

て
の

施
設

の
面

積
の

10
％

以
内

を
増

減

す
る

も
の

４
取
扱

品
目

ご
と

の
数

量
及

び
金

額
に

関
す

る
事

項
の

変
更

５
卸
売

市
場

の
業

務
の

運
営

体
制

に
関

す
る

事
項

の
変

更
の

う
ち

、
開

設
者

の
組

織
の

人

員
の

増
加

又
は

1
0％

未
満

の
減

少

６
卸
売

市
場

の
業

務
の

運
営

に
必

要
な

資
金

の
確

保
に

関
す

る
事

項

７
卸
売

市
場

の
卸

売
業

者
に

関
す

る
事

項
（

卸
売

業
者

の
変

更
を

伴
う

も
の

及
び

い
ず

れ

か
の

取
扱

品
目

に
つ

い
て

卸
売

業
者

が
存

在
し

な
く

な
る

も
の

を
除

く
）

８
卸
売

業
者

以
外

の
取

引
参

加
者

そ
の

他
の

関
係

事
業

者
に

関
す

る
事

項

９
業
務

規
程

の
変

更
（

法
第

13
条

第
５

項
第

３
号

イ
か

ら
ハ

ま
で

並
び

に
第

４
号

イ
及

び

ロ
に

掲
げ

る
事

項
並

び
に

遵
守

事
項

の
内

容
の

変
更

を
伴

う
も

の
を

除
く

。
）

県
に

提
出

・
法
第

1
4
条
で

準
用
す
る

法
第

６
条

第
２

項

・
省
令

第
27
条

第
１
項

※
３
か

ら
９
は

、
運
営
状

況
報

告
書

に
変

更

し
た
事

項
を
記

載
す
る
こ

と
で

届
出

書
を

省

略
す
る

こ
と
が

で
き
る
。

業
務
の
休
止

又
は

廃
止

に

係
る
届
出
書

（
別

記
様

式

第
５
号
）

休
止
又

は
廃

止
の

日
の

3
0日

前
ま

で
県
に

提
出

・
法
第

1
4
条
で

準
用
す
る

法
第

７
条

・
省
令

第
28
条

第
２
項

地
方
卸
売
市

場
が

中
央

卸

売
市
場
の
認

定
を

受
け

よ

う
と
す
る
場

合
の

届
出

書

（
別
記
様
式

第
６

号
）

中
央
卸

売
市

場
の

認
定

申
請

後
速

や
か

に
県
に

提
出

・
法
第

1
4
条
で

準
用
す
る

法
第

８
条

第
２

項

・
省
令

第
29
条

運
営
状
況
報

告
書

（
別

記

様
式
第
７
号

）

事
業
年

度
ご

と
に

、
卸

売
業

者
か

ら
事

業
報

告
書

の
提
出
を

受
け

て
か

ら
3
0
日

以
内

県
に

提
出

・
法
第

1
4
条
で

準
用
す
る

法
第

12
条

第
１

項

・
省
令

第
30
条

第
１
項



別記様式第１号（省令第 17条第１項関係）

認 定 申 請 書

静岡県知事 様

年 月 日提出

法 人 名 称

法人番号：

住 所

代表者の役職及び氏名

卸売市場法第 13条第１項の規定により、地方卸売市場の認定を受けたいので、次のとおり申請し

ます。

（記載上の注意）

１．一体性のある複数の市場（生鮮食料品等の取引及び荷さばきに必要な相当規模の施設が一の

機能を営むために相互に緊密な関連をもって運営されるよう配置されたこれらの施設の総合体

で、開設者が業務規程で定めるものをいう。）を１つの地方卸売市場として申請する場合には、

２、３及び７の事項は市場ごとに記載すること。その際には、別紙として表形式等で添付して

も差し支えない。

３．添付する業務規程については、策定又は変更に関する意思の決定を証する書面を添付するこ

と。

４．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１ 卸売市場の名称

２ 卸売市場の位置及び施設に関する事項

（１）位置

（２）施設

施設の名称 施設の面積 設置年月

㎡ 年 月

㎡ 年 月

㎡ 年 月

㎡ 年 月

㎡ 年 月

㎡ 年 月

㎡ 年 月



（記載上の注意）卸売場、仲卸売場及び倉庫（冷蔵又は冷凍で保管するものを含む。）について

は、生鮮食料品等の区分ごとに記載すること。

３ 卸売市場の取扱品目並びに取扱品目ごとの取扱いの数量及び金額に関する事項

（１）取扱品目：

（２）取扱品目ごとの取扱いの数量及び金額の実績及び見込み

（記載上の注意）

１．実績の欄には直近年度の数量及び金額を実績で記載するとともに、見込みの欄には申請年

度の数量及び金額を見込みで記載すること。

２．花きの取扱いの数量については、記載を省略することができる。以下同じ。

４ 卸売市場の業務の運営体制に関する事項

（記載上の注意）組織図で示し、これに各部門を担当する役員の氏名、担当業務の従事職員数及

び業務の概要を付記すること。

５ 卸売市場の業務の運営に必要な資金の確保に関する事項

（１）収支の状況

（記載上の注意）

１．①直近年度の貸借対照表及び損益計算書並びに②申請年度の貸借対照表及び損益計算書の

見込みを記載又は添付すること。

２．地方公共団体が申請する場合には、１．にかかわらず、下記の表に記載すること。

㎡ 年 月

㎡ 年 月

㎡ 年 月

㎡ 年 月

㎡ 年 月

取扱品目 実績（ 年度） 見込み（ 年度）

トン

千円

トン

千円

トン

千円

トン

千円

収 入 実績

（ 年度）

見込み

（ 年度）

支 出 実績

（ 年度）

見込み

（ 年度）

総収入 総支出

前年度繰越金 市場管理費（営業費用）



（記載上の注意）

１．実績の欄には直近年度の金額を実績で記載するとともに、見込みの欄には申請年度の金額を見

込みで記載すること。

２．受益者負担金分は、卸売業者等の光熱費等使用料として業者が負担すべき費用分を記入するこ

と。

３．その他のうち受益者負担金分以外で額が大きい項目を記入すること。

４．人件費は、給与、退職金、賃金、報酬、諸手当、法定福利費、厚生福利費を加算したものを記

入すること。

５．事務費は、市場管理費から人件費を控除した額を記入すること。

６．平成４年度以降の許可債に係る支払利息分を記入すること。

（２）長期借入金及び起債の返済・償還計画

使用料計 人件費(注4)

売上高割使用料 事務費(注5)

面積割使用料 建設改良費（総事業費）

と畜場使用料 うち付帯事務費

その他 うち補助対象事業費

地方債起債 うち付帯事務費

国庫補助金 地方債償還金

うち建設改良に係る補助金 利息償還金

都道府県補助金 うち市場事業に係る償還金

うち建設改良に係る補助金 うち建設改良に係る償還金

一般会計からの繰出金 うちH4年度以降許可債分

(注6)

指導監督的経費繰出金 元金償還金

建設改良費繰出金 うち市場事業に係る償還金

と畜事業費操出金 うち建設改良に係る償還金

その他操出金 と畜事業に係る償還金

貸付金 企業債取扱諸費

貸付金利息 繰上充用金

受取利息及び配当金 貸付金

その他 その他

うち受益者負担金分(注2) うち○○○○(注3)

うち○○○○(注3) うち○○○○

うち○○○○ 翌年度繰越金

年 度 元 金 利 子 元金＋利子

年度 千円 千円 千円

年度



（記載上の注意）各年度末における長期借入金及び起債の残高の見込みを記載すること。

６ 卸売市場の卸売業者に関する事項

（記載上の注意）

１．取扱実績、純資産額及び経常損益の欄は、直近年度の数量及び金額を記載すること。

２．純資産額とは、卸売業者の貸借対照表の純資産合計の額をいう。

３．備考欄には、複数の市場がある場合に、卸売業者が卸売の業務を行っている市場名を記載する

こと。

７ 卸売業者以外の取引参加者その他の関係事業者に関する事項

（１）取引参加者に関する事項

（記載上の注意）売買参加者数の欄には、仲卸業者以外の買受人であって、開設者による承認、

登録等を行っている者の数を記載すること。

（２）取引参加者以外の関係事業者に関する事項

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

・・・

合 計

名称 代表者名 取扱品目 取扱実績 純資産額 経常損益 備考

トン

千円

千円 千円

取扱品目 仲卸業者数 売買参加者数

業 種 業者数



（開設者の連絡先）

部署名：

TEL：
FAX：
e-mail：



別記様式第２号（省令第第 21 条第１項関係）

年度
（ 年 月 日 から 年 月 日まで）

事 業 報 告 書（青果、花き、食肉）

開 設 者 様
年 月 日 提出

市場の名称（認定を受けた卸売市場の正式名称）

卸売業者名

卸売業者の代表者の役職

卸売業者の代表者の氏名

市場の所在地(住所）

電話 FAX

事業報告書記入者の氏名

卸売市場法第 13 条第５項第５号の表の５の項（２）の規定により事業報告書を提出します。

１ 卸売業者・開設者等（該当に○をつけるか記入）

(1) 市場の組織区分 （ 公設 準公設(第 3 セクター） 民営 ）

(2) 市場開設年月 年 月

(3) 取扱品目とその取扱高(税込み) 青果・花き・水産・食肉（年商 円)

(4) 卸売業者の資本金（ 百万円）

(5) 販売開始時間（ ）

(6) 兼業業務の業種（ ）兼業業務の取扱高（年商 円）



２ 施設の概要（施設の種類、規模、構造及び権利関係）

備考 １ 構造欄には、「鉄筋コンクリート造２階建」、「鉄骨造ストレート葺平屋建」等

と記入すること。

２ 摘要欄には、施設等の増設計画、汚物の処理方法等を記入すること。

種 類 規 模 構 造

所有権以外の権利

が設定されている

場合には、その権

利

摘要

用 地 ㎡

卸 売 場 ㎡

青 果 ㎡

水 産 物 ㎡

食 肉 ㎡

花 き ㎡

買受保管所積込所 ㎡

駐 車 場 ㎡

冷 蔵 庫 ㎡（ ㎡）

倉 庫 ㎡（ ㎡）

開 設 者 事 務 所 ㎡

その他関係業者事務所 ㎡

卸売業者事務所 ㎡

買受人事務所 ㎡

仲 卸 売 場 ㎡

青 果 コマ数 、1コマ当り ㎡、計 ㎡

水 産 物 コマ数 、1コマ当り ㎡、計 ㎡

加 工 包 装 施 設 ㎡

関 連 商 品 売 り 場 コマ数 、1コマ当り ㎡、計 ㎡

業種数、店舗数

懸 肉 計 量 設 備

防そ防虫防塵設備

換 気 採 光 設 備

汚 物 処 理 設 備

そ の 他



３ 買受人の状況

※開場日の1/2以上の日､買い付けする者 ＊入荷の形態の計（金額）、損益計算書の取扱金額に合致すること。

４ 販売方法の状況

＊入荷の形態の計（金額）、損益計算書の取扱金額に合致すること。

５ 役員・職員数等(単位：人）

せり人名簿

業者区分
業者数
（人数、

会社数）

うち常時
入場業者
数 ※

販売の状況（百万円）

野菜 果実 花き 食肉 その他 計

仲卸業者 社 社

小売業者 人 人

仲買業者（出荷仲買・加工仲買） 人 人

加工業者 人 人

他市場の卸売業者 人 人

その他 人 人

計 人 人 * * * * * *

区 分 せり・入札
相 対

合 計
先取り 予約・注文 定価 その他

青

果

野

菜

数量(ﾄﾝ) *

金額(百万円） *

果

実

数量(ﾄﾝ) *

金額(百万円） *

花

き

切

花

数量(千本) *

金額(百万円） *

鉢

物

数量(千鉢) *

金額(百万円） *

花

木

数量(千本) *

金額(百万円） *

食

肉

牛
数量(ﾄﾝ) *

金額(百万円） *

豚
数量(ﾄﾝ) *

金額(百万円） *

その他
数量(ﾄﾝ) *

金額(百万円） *

合

計

花き

以外

数量(ﾄﾝ) *

金額(百万円） *

花き
数量(千本・鉢) *

金額(百万円） *

役
員

常 勤 取 締 役 内 せ り 人

非常勤取締役 内 せ り 人

監 査 役 等 内 せ り 人

計 計

職
員
（
役
員
除
く
）

正規職員 臨時（嘱託・パート等） 計

営業 (内せり人) 事務 営業 (内せり人) 事務

男 ( ) ( )

女 ( ) ( )

計 ( ) ( )

役

員

氏名 性別（○）
職
員(

役
員
除
く
）

氏名 性別（○）
男 女 男 女
男 女 男 女
男 女 男 女
男 女 男 女
男 女 男 女
男 女 男 女

計 人 計 人
総 計 人 男 人 女 人



６ 株主(出資構成について) 決算日現在

７ 手数料率の状況 単位％

８ 代金決済の状況

代払機関設置の有無（該当に○）

出資者区分
株主数
（単位：人）

株数
金額

(単位 円）
大口株主氏名(上位 3 人)

役 員 関 係

職 員 関 係

買 受 人 関 係

生 産 出 荷 者 関 係

地方公共団体関係

そ の 他

計

青果 水産物
食肉 花き その他

野菜 果実 生鮮 冷凍 加工

出荷者に対する支払
日以上

～

日以内

１～５ ６～１０ １１～１５ １６～２０ ２１～２５ ２６～３０ ３１～ 平均（日）

決済に要す

る日数の割

合（％）

買受人からの回収

日以上

～

日以内

１～５ ６～１０ １１～１５ １６～２０ ２１～２５ ２６～３０ ３１～ 平均（日）

決済に要す

る日数の割

合（％）

各種交付金

の率

出荷奨励金

（分戻）
支出基準

及び

支出割合

%

完納奨励金 %

その他の

交付金
%

あり 組合代払方式 ／ 精算会社方式
機関の名称

（ ）

なし



９　　入荷の形態 ①　青果

区分

入荷先 委託 買付 小計 委託 買付 小計 委託 買付 小計 委託 買付 計

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

ﾄﾝ

百万円

注意　合計は、年間の取扱量、取扱金額に一致すること

県内産 県外産 輸入品 合計
品目

上段　数量
（トン）
下段　金額
(百万円）

個人生
産者

野菜

果実

商人又
は商社

野菜

果実

任意組
合

野菜

果実

協同組
合及び
同連合
会

野菜

果実

中央卸
売市場
からの
転送

野菜

果実

中央卸
売市場
以外の
市場か
らの転
送

野菜

果実

その他

野菜

果実

合計

野菜

果実



９　　入荷の形態 ②　花き

区分

入荷先 委託 買付 小計 委託 買付 小計 委託 買付 小計 委託 買付 小計

切花　　　　　千本

　　　　　　　百万円

鉢物　　　　　千鉢

　　　　　　　百万円

花木　　　　　千本

　　　　　　　　百万円

切花　　　　　千本

　　　　　　　百万円

鉢物　　　　　千鉢

　　　　　　　百万円

花木　　　　　千本

　　　　　　　　百万円

切花　　　　　千本

　　　　　　　百万円

鉢物　　　　　千鉢

　　　　　　　百万円

花木　　　　　千本

　　　　　　　　百万円

切花　　　　　千本

　　　　　　　百万円

鉢物　　　　　千鉢

　　　　　　　百万円

花木　　　　　千本

　　　　　　　　百万円

切花　　　　　千本

　　　　　　　百万円

鉢物　　　　　千鉢

　　　　　　　百万円

花木　　　　　千本

　　　　　　　　百万円

切花　　　　　千本

　　　　　　　百万円

鉢物　　　　　千鉢

　　　　　　　百万円

花木　　　　　千本

　　　　　　　　百万円

切花　　　　　千本

　　　　　　　百万円

鉢物　　　　　千鉢

　　　　　　　百万円

花木　　　　　千本

　　　　　　　　百万円

切花　　　　　千本

　　　　　　　百万円

鉢物　　　　　千鉢

　　　　　　　百万円

花木　　　　　千本

　　　　　　　　百万円

注意　合計は、年間の取扱量、取扱金額に一致すること

県内産 県外産 輸入品 計　　　 　　換算しない実数
　　　 　(千本)又は(千鉢)
品目
　　　　　　 金額(百万円）

個人生
産者

商人又
は商社

任意組
合

協同組
合及び
同連合
会

中央卸
売市場
からの
転送

中央卸
売市場
以外の
市場か
らの転
送

その他

合計



９　　入荷の形態 ③　食肉

区分

入荷先 委託 買付 小計 委託 買付 小計 委託 買付 小計 委託 買付 小計

注意　合計は、年間の取扱量、取扱金額に一致すること

県内産 県外産 輸入品 計
　　　　数量　（kg）
品目
　　　　金額(百万円）

個人生
産者

　　　　数量　（kg）
牛
　　　　金額(百万円）

　　　　数量　（kg）
豚
　　　　金額(百万円）

商人又
は商社

　　　　数量　（kg）
牛
　　　　金額(百万円）

　　　　数量　（kg）
豚
　　　　金額(百万円）

任意組
合

　　　　数量　（kg）
牛
　　　　金額(百万円）

　　　　数量　（kg）
豚
　　　　金額(百万円）

協同組
合及び
同連合
会

　　　　数量　（kg）
牛
　　　　金額(百万円）

　　　　数量　（kg）
豚
　　　　金額(百万円）

中央卸
売市場
からの
転送

　　　　数量　（kg）
牛
　　　　金額(百万円）

　　　　数量　（kg）
豚
　　　　金額(百万円）

中央卸
売市場
以外の
市場か
らの転
送

　　　　数量　（kg）
牛
　　　　金額(百万円）

　　　　数量　（kg）
豚
　　　　金額(百万円）

その他

　　　　数量　（kg）
牛
　　　　金額(百万円）

　　　　数量　（kg）
豚
　　　　金額(百万円）

計

　　　　数量　（kg）
牛
　　　　金額(百万円）

　　　　数量　（kg）
豚
　　　　金額(百万円）



10　①　 財務の状況（損益計算書） 　　　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
金　　　　　額

 取扱金額(当期取扱高　総合計） ⅰ＝ⅱ＋ⅲ
(1)委託販売取扱額 ⅱ
(2)買付販売取扱額 ⅲ

第１　経常損益の部
Ⅰ営業損益　　

(1)受託販売手数料 Ａ
(2)買付販売損益 Ｂ＝Ｃ－Ｆ

1)　純売上高 Ｃ＝Ｄ－Ｅ
商品総売上高 Ｄ
売上値引及び戻り高 Ｅ

2)　売上原価 Ｆ＝Ｇ＋Ｈ－Ｋ
期首商品たな卸高 Ｇ
商品純仕入高 Ｈ＝Ｉ-Ｊ

総仕入高 Ｉ
仕入値引及び戻し高 Ｊ

期末商品たな卸高 Ｋ
(3)卸売業務損益 Ｌ＝Ａ＋Ｂ
(1)売上高 Ｍ

(2)売上原価 Ｎ

(3)兼業業務損益 Ｏ＝Ｍ－Ｎ

売上総損益＝(いわゆる粗利益) Ｐ＝Ｌ＋Ｏ
(1)売上高割使用料
(2)面積割使用料
(3)出荷奨励金
(4)完納奨励金
(5)役員給料手当
(6)従業員給料手当
(7)福利厚生費
(8)退職給与金
(9)退職給与引当金繰入
(10)旅費交通費
(11)通信費
(12)運搬費
(13)受託品事故損
(14)会議費
(15)交際費
(16)寄付金
(17)宣伝広告費
(18)貸倒償却費
(19)貸倒引当金繰入
(20)消耗品費
(21)図書費
(22)減価償却費
(23)修繕費
(24)保険料
(25)水道光熱費
(26)賃借料
(27)公共負担費
(28)公租公課
(29)支払賦課金
(30)雑費
(31）その他
       販売費及び一般管理費 計 Ｑ

営業損益 Ｒ＝Ｐ－Ｑ
Ⅱ　営業外損益

1　営業外収益 Ｓ
2　営業外費用 Ｔ

経常損益 Ｕ＝Ｒ＋Ｓ－Ｔ
第２　特別損益の部
Ⅰ　特別利益 Ｖ
Ⅱ　特別損失 Ｗ
税引前当期損益 Ｘ＝Ｕ＋Ｖ－Ｗ
法人税、住民税及び事業税 Ｙ
法人税等調整額 Ｚ

ア＝Ｘ－Ｙ－Ｚ
前期繰越利益剰余金 イ
利益剰余金取崩し額 ウ
利益剰余金配当額 エ
利益剰余金積立額 オ
繰越利益剰余金 カ＝ア＋イ＋ウ－エ－オ

※　消費税の会計処理（　税込み　　・　　税抜き　）方式

科　　　　　目

当期損益

1　

卸
売
業
務

2　

兼
業
業
務

3
販
売
費
及
び
一
般
管
理
費



1０②財務の状況(貸借対照表)　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

現金 受託販売未払金

預金 支払手形(受託）

売掛金 荷主預り金

受取手形 小計

有価証券 買掛金(買付）

商品 支払手形(買付）

前渡金(荷主前渡金を除く) 預り金(買付)

荷主前渡金 小計

短期貸付金 買掛金(その他）

未収金 支払手形(その他）

仮払金 預り金(その他）

貸倒引当金　　　　　　（△） 短期借入金

その他 未払金

流動資産　計 前受金

土地 仮受金

建物 その他

構築物、機械・装置 小計

車両・運搬具

減価償却累計額　　　（△） 長期借入金

その他 預り保証金

営業権 退職給与引当金

借地権 その他

電話加入権 固定負債　計

その他

利益準備金

任意積立金

繰越利益剰余金

資産の部 負債及び純資産の部

流動負債　計

負債　合計

投資等 資本金

固定資産　計 資本剰余金（資本準備金＋その他資本剰余金）

繰延資産

資産　合計

株式等評価差額金

自己株式

純資産　計

負債及び純資産合計

受
託
販
売

買
付
販
売

有
形

固
定
負
債

無
形

利
益
剰
余
金

注：減価償却累計額は、間接控除法の場合に記載す
ること。

流　
　

動　
　

資　
　

産

流
動
負
債

そ
の
他

固
定
資
産

純
資
産



別記様式第３号（省令第 25条第１項関係）

認定事項の変更に係る認定申請書

静岡県知事 様

年 月 日提出

名 称

法人番号：

住 所

代表者の役職及び氏名

卸売市場法第 14条において準用する同法第６条第１項の規定により、地方卸売市場に係る認定事

項の変更について認定を受けたいので、次のとおり申請します。

１ 変更の内容

２ 変更の理由

３ 変更内容の施行年月日

【添付書類】

①

②

③

④

⑤

（記載上の注意）

１．変更の内容については、変更前と変更後を対比して記載するとともに、変更後の認定申請

書〔別記様式第１号〕を添付すること。

２．省令第 17 条第３項に掲げる添付書類のうち、当該変更に伴いその内容が変更されるものを添付

すること。

３．業務規程の変更を伴う場合には、変更後の業務規程のほか、当該変更に関する意思の決定を証

する書面を添付すること。

４．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。



別記様式第４号（省令第 27条第１項関係）

認定事項の軽微な変更に係る届出書

静岡県知事 様

年 月 日提出

名 称

法人番号：

住 所

代表者の役職及び氏名

卸売市場法第 14条において読み替えて準用する同法第６条第２項の規定により、地方卸売市場の

認定事項の軽微な変更について、次のとおり届出します。

１ 変更の内容

２ 変更の理由

３ 変更内容の施行年月日

【添付書類】

①

②

③

④

⑤

（記載上の注意）

１．変更の内容については、変更前と変更後を対比して記載するとともに、変更後の認定申請

書〔別記様式第１号〕を添付すること。

２．認定申請書〔別記様式第１号〕の２の（２）及び（３）、３の（２）並びに４から７までの事項

の変更のうち、省令第 26条に定める軽微な変更に該当するものについては、省令第 27 条第２項

に基づき、変更の都度届け出る必要はなく、卸売市場法第 14条において読み替えて準用する同

法第 12 条第１項の規定による毎年度の卸売市場の運営状況の報告においてその変更の内容を記

載すれば足りる。

３．省令第 17 条第３項に掲げる添付書類のうち、当該変更に伴いその内容が変更されるものを添付

すること。

４．業務規程の変更を伴う場合には、変更後の業務規程のほか、当該変更に関する意思の決定を証

する書面を添付すること。

５．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。



別記様式第５号（省令第 28条第２項関係）

業務の休止又は廃止に係る届出書

静岡県知事 様

年 月 日提出

名 称

法人番号：

住 所

代表者の役職及び氏名

卸売市場法第 14条において読み替えて準用する同法第７条の規定により、地方卸売市場の業務の

休止〔廃止〕について、次のとおり届出します。

１ 休止〔廃止〕の内容

２ 休止〔廃止〕の理由

３ 休止する期間〔廃止する年月日〕

４ 取引参加者への通知の状況

（記載上の注意）

１．廃止の届出にあっては、〔 〕の文言とすること。

２．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。



別記様式第６号（省令第 29条関係）

中央卸売市場の認定申請に係る届出書

静岡県知事 様

年 月 日提出

名 称

法人番号：

住 所

代表者の役職及び氏名

年 月 日付けで農林水産大臣に対して中央卸売市場の認定申請を行いましたので、卸売市場

法第 14 条において読み替えて準用する同法第８条第２項の規定により届出します。

（記載上の注意）

１．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。



別記様式第７号（省令第 30条第１項関係）

運 営 状 況 報 告 書

（ 年 月 日から 年 月 日まで）

静岡県知事 様

年 月 日提出

法 人 名 称

法人番号：

住 所

代表者の役職及び氏名

卸売市場法第 14条において読み替えて準用する同法第 12条第１項の規定により、当該地方卸売

市場の運営の状況について、次のとおり報告します。

（記載上の注意）

１．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

１ 卸売市場の取扱品目ごとの取扱いの数量及び金額の状況

（記載上の注意）

１．複数の市場がある場合には、市場ごとに表を作成すること。

２．実績の欄には当該年度の数量及び金額を実績で記載するとともに、見込みの欄には次年度の

数量及び金額を見込みで記載すること。

３．花きの取扱いの数量については、記載を省略することができる。以下同じ。

２ 卸売市場の業務の運営体制の状況

取扱品目 実績（ 年度） 見込み（ 年度）

トン

千円

トン

千円

トン

千円

トン

千円

トン

千円

トン

千円

トン

千円

トン

千円



（記載上の注意）当該年度末時点の運営体制について組織図で示し、これに各部門を担当する役

員の氏名、担当業務の従事職員数及び業務の概要を付記すること。

３ 卸売市場の業務の運営に必要な資金の確保の状況

（１）収支の状況

（記載上の注意）

１．①当該年度の貸借対照表及び損益計算書並びに②次年度の貸借対照表及び損益計算書の見

込みを記載又は添付すること。

２．地方公共団体が申請する場合には、１．にかかわらず、下記の表に記載すること。

（記載上の注意）

１．実績の欄には当該年度の金額を実績で記載するとともに、見込みの欄には次年度の金額を見込

収 入 実績

（ 年度）

見込み

（ 年度）

支 出 実績

（ 年度）

見込み

（ 年度）

総収入 総支出

前年度繰越金 市場管理費（営業費用）

使用料計 人件費(注4)

売上高割使用料 事務費(注5)

面積割使用料 建設改良費（総事業費）

と畜場使用料 うち付帯事務費

その他 うち補助対象事業費

地方債起債 うち付帯事務費

国庫補助金 地方債償還金

うち建設改良に係る補助金 利息償還金

都道府県補助金 うち市場事業に係る償還金

うち建設改良に係る補助金 うち建設改良に係る償還金

一般会計からの繰出金 うちH4年度以降許可債分(注6)

指導監督的経費繰出金 元金償還金

建設改良費繰出金 うち市場事業に係る償還金

と畜事業費操出金 うち建設改良に係る償還金

その他操出金 と畜事業に係る償還金

貸付金 企業債取扱諸費

貸付金利息 繰上充用金

受取利息及び配当金 貸付金

その他 その他

うち受益者負担金分(注2) うち○○○○(注3)

うち○○○○(注3) うち○○○○

うち○○○○ 翌年度繰越金



みで記載すること。

２．受益者負担金分は、卸売業者等の光熱費等使用料として業者が負担すべき費用分を記入するこ

と。

３．その他のうち受益者負担金分以外で額が大きい項目を記入すること。

４．人件費は、給与、退職金、賃金、報酬、諸手当、法定福利費、厚生福利費を加算したものを記

入すること。

５．事務費は、市場管理費から人件費を控除した額を記入すること。

６．平成４年度以降の許可債に係る支払利息分を記入すること。

（２）長期借入金及び起債の返済・償還の状況

（記載上の注意）各年度末における長期借入金及び起債の残高の見込みを記載すること。

４ 卸売市場の業務の運営に係る公表の状況

（１）売買取引の結果等（卸売市場法第 13 条第５項第３号ロ）

（２）売買取引の方法（卸売市場法第 13条第５項第４号イ）

（３）決済の方法（卸売市場法第 13条第５項第４号ロ）

（記載上の注意）インターネットを利用して公表している場合には、該当ページのURLを記載す

ること。その他の方法で公表している場合には、その方法を記載するとともに、公表内容が分

かる資料（（１）にあっては一例で構わない。）を添付すること。

５ 監督措置の実施状況

①検査の実績

年 度 元 金 利 子 元金＋利子

年度

（当該年度の実績）

千円 千円 千円

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

・・・

合 計



②その他の措置の主な実績

（記載上の注意）

１．複数の市場がある場合には、市場ごとに表を作成すること。

２．「その他の措置の主な実績」には、検査以外の監督措置のうち、是正の求めなど主なものの実

績を記載すること。

６ 取引参加者の状況

（１）卸売業者

①卸売業者の状況

（記載上の注意）

１．取扱実績、純資産額及び経常損益の欄は、直近年度の数量及び金額を記載すること。

２．純資産額とは、卸売業者の貸借対照表の純資産合計の額をいう。

３．備考欄には、複数の市場がある場合に、卸売業者が卸売の業務を行っている市場名を記載

すること。

②場外指定保管場所の状況

（記載上の注意）

１．業務規程において、当該卸売市場における入荷量の変動に対応し、円滑な流通を確保するた

め、当該卸売市場の周辺の地域における一定の場所を、当該卸売市場に出荷された生鮮食料品

等を搬入して卸売をする場所として指定することとしている場合に、当該指定した保管場所に

ついて記載すること。

２．温度管理の有無の欄については、当該保管場所が低温又は定温管理機能を有する施設である

場合には「有」を、当該機能を有しない施設である場合には「無」を記載すること。

対象業者名 実施年月日 検査の内容

対象業者名 実施年月日 措置の内容

名称 代表者名 取扱品目 取扱実績 純資産額 経常損益 備考

トン

千円

千円 千円

名称 位置 指定年月日 主な保管品目 温度管理の有無



（２）仲卸業者

①仲卸業者の状況

（記載上の注意）

１．複数の市場がある場合にあっては、市場ごとに表を作成すること。

２．（ ）には当該事業年度内に新規に参入した業者数を記入すること（既存業者との合併や

事業譲受け等により参入した場合を含む。）。

３．法人の仲卸業者については、その貸借対照表及び損益計算書又はそれらの概要を添付する

こと。

②直荷引きの状況

（記載上の注意）

１．仲卸業者が行う卸売業者以外の者からの生鮮食料品等の買受け（以下「直荷引き」という。）

について記載すること。

２．複数の市場がある場合には、市場ごとに表を作成すること。

３．主な品目の欄には、直荷引きが行われている主要な品目を記載すること。

（３）売買参加者

（記載上の注意）

１．仲卸業者以外の買受人であって、開設者による承認や登録等を行っている者について記載す

ること。

２．複数の市場がある場合にあっては、市場ごとに表を作成すること。

３．（ ）には当該事業年度内に新規に参入した業者数を記入すること（既存業者との合併や事

業譲受け等により参入した場合を含む。）。

取扱品目 個人 法人 合計

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

取扱品目 実施業者数 取扱数量 取扱金額 主な品目

トン 千円

取扱

品目

業 種

一般小売店 スーパー 生協 給食、外食

納入業者

加工業者 他市場卸

売業者

その他

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )



（４）取引参加者以外の事業者

（記載上の注意）複数の市場がある場合にあっては、市場ごとに表を作成すること。

７ 認定事項の軽微な変更の状況

①変更の内容

②変更の理由

③変更内容の施行年月日

（記載上の注意）

１．省令第 27 条第２項に基づき、当該運営状況報告書による報告をもって認定事項の軽微な変更

の届出書〔別記様式第４号〕の提出に代える場合に記載すること。

２．変更の内容については、変更前と変更後を対比して記載するとともに、変更後の認定申請書

〔別記様式第１号〕を添付すること。

３．省令第 17 条第３項に掲げる添付書類のうち、当該変更に伴いその内容が変更されるものを添

付すること。

４．業務規程の変更を伴う場合には、変更後の業務規程のほか、当該変更に関する意思の決定を

証する書面を添付すること。

（開設者の連絡先）

部署名：

TEL：
FAX：
e-mail：

業 種 業 者 数


